
21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

21,000,000 24,000,000 20,000,000 23,723,800 25,000,000

111,353,880 0 25,676,553 0

0 0 0 8,143,200

132,353,880 24,000,000 45,676,553 31,867,000 25,000,000

131,513,749 23,195,278 40,516,234 28,695,794

99.4% 96.6% 88.7% 90.0%

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

0 0 0 0 0

70,000,000 60,000,000 36,726,890 0

25,700,479 47,573,471

70,000,000 60,000,000 62,427,369 47,573,471

69,245,870 34,299,521 43,853,898 47,573,471

98.9% 57.2% 70.2% 100.0%

基準値 目標値

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

- 3,605 3,864 3,965 3,955 前年度以上

前年度以上 前年度以上 前年度以上 前年度以上 前年度以上

基準値 目標値

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

- 129,138 177,053 213,613 286,066 前年度以上

前年度以上 前年度以上 前年度以上 前年度以上 前年度以上

基準値 目標値

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

- 17,190 17,102 21,542 36,314 前年度以上

前年度以上 前年度以上 前年度以上 前年度以上 前年度以上

基準値 目標値

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

- - 7.8 30 37.3 41.4 前年度末以上

- - 前年度末以上 前年度末以上 前年度末以上

施策の概要 本施策は、生活困窮者の自立を適切に助長し、保護を適正に実施するために実施しています。

モニタリング結果報告書
（厚生労働省25（Ⅶ－１－１））

施策目標名 生活困窮者に対し適切に福祉サービスを提供すること（施策目標Ⅶ-１-１）

合計（a＋b＋c） 18,000,000

施策の背景・枠組み
（根拠法令、政府決定、関

連計画等）

生活保護法（昭和25年法律第144号）第１条において、この法律は、日本国憲法第25条に規定する理念に基づ
き、国が生活に困窮するすべての国民に対し、その困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、その最低限度の生
活を保障するとともに、その自立を助長することを目的とすることが規定されています。

予算書との関係
・関連税制

本施策は、予算書の以下の項に対応しています。
（項）地域福祉推進費
　 (目）セーフティネット支援対策等事業費補助金[平成25年度予算額：250億円の内数]
　（目）緊急雇用創出事業臨時特例交付金

施策の予算額・執行額等

※　「執行額」欄には、独法
の運営費交付金は含まな

い。

セーフティネット支援対策等事業費補助金

区分 26年度要求額

予算の
状況

（千円）

当初予算（a） 18,000,000

補正予算（b）

繰越し等（c）

合計（a＋b＋c） 3,000,000

執行額（千円、d）

執行率（％、d/(a＋b＋c)）

緊急雇用創出事業臨時特例交付金

区分 26年度要求額

予算の
状況

（千円）

当初予算（a） 3,000,000

補正予算（b）

繰越し等（c）

執行額（千円、d）

執行率（％、d/(a＋b＋c)）

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分（概要・記載箇所）

経済財政運営と改革の基本方針
平成２５年６月１４日

閣議決定

施策の予算額・執行額等

※　「執行額」欄には、独法
の運営費交付金は含まな

い。

働くことの可能な被保護者には、本人の就労へのインセンティブ
を強化するとともに、被保護者を取り巻く支援環境を整える。

生活困窮者に対する早期支援と貧困の連鎖の防止対策を強化
する。

測定指標
指標１

自立支援プログラムの策定数

実績値

年度ごとの目標値

指標２
自立支援プログラムの各年度

の参加者数

実績値

年度ごとの目標値

指標３
自立支援プログラムにより就

職・増収した者の数

実績値

年度ごとの目標値

指標４
住宅手当（平成２５年度より住
宅支援給付）受給中に常用就

職した者の割合

実績値

年度ごとの目標値

施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等

のうち主なもの）



参考・関連資料等

・経済財政運営と改革の基本方針について
http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/cabinet/2013/decision0614.html
・社会保障審議会生活困窮者の生活支援の在り方に関する特別部会
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r98520000008f07.html
・平成２４年行政事業レビューシート（セーフティネット支援対策等事業費補助金）
http://www.mhlw.go.jp/jigyo_shiwake/gyousei_review_sheet/2012/h23_pdf/0330.pdf

担当部局名 社会・援護局 作成責任者名 保護課長　大西　証史 政策評価実施時期 平成２５年８月


